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要旨：パリ協定における CO₂排出量抑制の目標値を達成するために、様々な環境政策が実施されてい

る。日本でも自動車関連政策などを策定して CO2、SOXの排出を抑制し、社会厚生の向上を促進してい

る。その中、グリーン税制を通じて燃費基準達成車が普及することはひいてはガソリン需要が減少す

ることにつながる。現在、ガソリンには揮発油税がかけられており、現在安定的なこの税収は将来的

に不安定なものになることが予想できる。問題意識としては、将来的なガソリン税を含む自動車関連

税制の最適水準はどの程度のものになりうるか、というものである。本稿では、燃費基準達成車を購

入する意識の普及による自動車価格弾力性の変化に焦点を当て、1991 年から 2016 年までの自動車車

名別パネルデータを用い、計量およびシミュレーションを行った。シミュレーションにおいて、保有

税が[-80%,+70%],燃料税が[-50 円,+80 円]の税率改正範囲を設定した場合、(保有税+70%,燃料税-50

円)という座標で最良の社会厚生増分(+2607 億円)が得られた。結論として、保有税の増税と燃料税の

減税という方向で税率を調整することが社会厚生の改善につながることが示唆された。 

 

In the Paris Agreement, Various environmental policies are being implemented to achieve e

missions cut targets by 2030. In Japan, we have formulated automobile-related policies and 

other measures to control emissions of COX and SOX, to promote improvement of social 

welfare. Among them, dissemination of vehicles that meet fuel efficiency standards through 

the green tax system will eventually lead to a decrease in gasoline demand. Currently, gaso

line is subject to volatile oil taxes, and it can be expected that this stable tax revenue now

 would be unstable in the future since the dissemination of eco-car. As a problem consciou

sness, what is the optimum level of automobile-related taxation including future gasoline ta

x? This paper focused on the change in car price elasticity by dissemination of consciousne

ss to purchase vehicles that achieved fuel efficiency standards since 2009 green taxation ref

orm, using Japanese car sales panel data from 1991 to 2016. In the simulation, if we set t

he car-holding tax rate among [-80%, + 70%] and fuel tax [-50 yen, +80 yen], we get (ho

lding tax + 70%, fuel tax - 50 yen) as the best social welfare increment point(+260.7 billi

on yen). In conclusion, it was suggested that adjusting the tax rate in the direction of incre

asing holding taxes and reducing fuel taxes leads to improvement in social welfare. 

 

Key words: auto tax, nested model, simplified CGE simulation 
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１．は じ め に 

 日本の自動車消費市場の現状について、消費者

側からは、ダウンサイジング、若年層の車離れが

進展する等車を取り巻く環境が大きく変化してい

る。うち、車種タイプ・車型別保有率から見れば

「大・中・小型」の減少傾向、「軽乗用車」の増

加傾向が続いており、市場全体ではダウンサイジ

ングが継続し、複数保有の組み合わせでは「軽同

士」「軽+大衆車」の軽を含めたスモールカーの組

み合わせが増加傾向となっている。自動車工業会

の調査によれば、次世代自動車への意識につい

て、「ハイブリッド車」「電気自動車」は 6割を

超えて認知されており、車については利便性向上

のメリットを認識している一方で「ガソリンや駐

車場代など維持にお金がかかる」といった経済的

負担感も強く感じられている。マクロ経済全体か

ら見れば今後消費よりも貯蓄が増え、車購入意向

層は全体に比べ消費意識は高いものの、車の購入

意欲は鈍化していくと見られている。 

 
図表-1 自動車保有比率の推移 

 

また、環境政策面において、日本の CO₂排出量全

体の 17.4%を占める運輸部門1では、自動車からの

排出が大部分を占めており、CO₂排出量削減という

目標を達成するために、政府は自動車 CO₂の削減に

向けて取り組みを進めている。特に燃費基準達成

車や電気自動車などの登場により、自動車部門に

おける CO₂排出量の大幅な削減に期待が寄せられて

おり、政府もエコカー減税やグリーン化特例とい

った制度を整えることで環境性能の優れた車種の

普及を目指している。自動車税のグリーン化税制

では、新車新規登録された一定の低公害車及び一

定の低排出ガスで低燃費の自動車については、新

車新規登録の翌年度の 1年間、排出ガス性能及び

燃費性能に応じて軽減される一方、初度登録年月

日から 13年を経過したガソリン車・LPG車、11年

を経過したディーゼル車は重課されることとして

いる。日本の「次世代自動車戦略 2010」による

と、次世代自動車の普及促進のため、政府は目指

                                                 
1 運輸部門 co2 排出のうち、自家用乗用車は 1 億 12 万トン

（46.9%）、営業用貨物車は 3,994 万トン（18.7%）,自家用

貨物車は 3,633 万トン(35.8%)、航空 990 万トン(4.6%)、

鉄道 916 万トン(4.3%)である。（出典：国土交通省「環境：

すべき車種別の普及目標を設定した。具体的に

は、2020年の乗用車の新車販売台数に占める割合

は最大で 50％、内訳として、ハイブリッド自動車

が最大で 30％を占め、電気自動車は最大で 20％を

占める目標を立てた。 

世界主要国の自動車税制政策を俯瞰すれば、米

国では連邦政府が次世代自動車に対する税額控除

を行い、州政府においては、例えばカリファルニ

ア州は最大で 2500ドルの補助金を給付している。

そのほかにも多数の州が独自の支援策を実施して

いる。ドイツ、フランス、イギリスも EV、PHVに

対する導入補助を行っている。特に、イギリスや

フランスにおいては 2040年までにガソリン車の販

売を段階的に禁止する政策をとっている。日本で

は、エコカー購入の場合、購入時の自動車重量税

と自動車取得税に対し、免除、減税が行われてお

り、環境性能の良い車に買い替える時、補助金が

給付される。経済産業省は「次世代自動車普及に

向けた国の取組について」の中で、次世代自動車

を 2020年までに新車販売の 50％にするという目標

を達成するため、購入費用の支援、技術開発の支

援、加えて国際標準化の推進に力を入れると述べ

ている。 

 以上のように自動車産業とそれに係る政策は転

換期を迎えており、今後の政策形成のあり方を検

討する必要性が高まっている。そこで本稿では生

産規模の拡大や消費者購買行動と環境政策の変化

による乗用車市場構造の移り変わりは日本の自動

車市場にどうのような影響を与えていたか、とい

った問題が自動車政策評価上の重要な課題となっ

ている。 

前述した通り、近年、環境意識の高まりや 2009

年自動車関連税制改革の推進に伴い、消費者の購

買行動パターンも推移した可能性があると推測で

きる。問題設定としては、消費者が国の燃費基準

を配慮して購入行動を行なっているか？それを知

った上で既存の自動車関連税制をどう改善すべき

か、といったところであり、最新のデータを用い

て乗用車需要を計測することにより、最適税率を

含む政策分析のための手がかりを提供することで

ある。 

先行研究について、消費財の選択、消費者余

剰、外部生、税制に関してそれぞれまとめる。消

費財の選択には、離散選択モデルが広く使われて

いる。離散選択モデルとは商品の(価格を含む)属

性に基づいて消費者が選択を行った結果、得られ

運 輸 部 門 に お け る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 」 , 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environ

ment_tk_000007.html） 
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るシェア(あるいは選択確率)から商品の相対効用

を求め、属性をこの相対効用に回帰することによ

り、各属性の価値評価を得るものである。Berry,

S.T.(1994)、Berry, Levinsohn and Pakes(1995)

はモデル推定に伴う問題に対する対処法を網羅的

に扱っており、この分野での基本文献となってい

る。誤差項に厳しい制約が課される事などに問題

はあるものの、現状の需要関数を推定する最良の

手法として広く応用されており、本稿の自動車需

要モデリングにおけるアプローチはそれらを倣

う。 

消費者余剰については、Trajtenberg(1989)は lo

gitモデルにおける需要関数を積分することで消費

者余剰を導出し、ヘドニックアプローチで CTスキ

ャナーにおけるプロダクトイノベーションを計測

している。また、Ohashi(2003)は nested logitモ

デルに基づく需要関数から消費者余剰を求め、VHS

と Betaの競争におけるネットワーク効果を測定し

ている。ほかにも、補償変分や等価変分といった

指標が用いられる先行文献があり、例えとして Pet

rin(2002)はアメリカの自動車市場で登場したミニ

バンのインパクトを補償変分で計測している。 

 外部性については、金本(2006)では地球温暖化

という外部不経済はもとより、大気汚染の外部不

経済、混雑費用や、さらには交通事故などの外部

不経済が指摘されており、そこで生じている社会

的費用分を課税によって引き上げる必要があると

考えられている。二村(1999)においても、CO₂排出

量を抑制するために炭素税、つまり税金による価

格の上乗せ施策の導入について考察を行ってい

る。 

税率について、CO₂排出量抑制施策としての課税

は、どの程度の水準が望ましいかという問いに対

して川瀬(2008)では、先述の金本(2006)の外部費

用を援用し、最適なガソリン税率水準について研

究を行っており、最適税率は現行のそれよりも高

い水準になることが明らかにされている。しかし

ながら、柳澤(2007)においては、ガソリンの価格

弾力性を推計し、固定価格弾性値は短期 0.08、長

期 0.21と計算し、可変価格弾性値は短期で 0.06、

長期で 0.14と算定している。これらの数値はいず

れも非弾力的であると判断できる程度に小さいた

めに、エネルギー価格の上昇による自動車利用控

えによる CO₂排出量抑制効果ならびに、環境税のよ

うな制度に効果はないと結論付けている。 

自動車産業の発展は内需刺激など好調な要因を

もたらす一方、渋滞や環境汚染など負の外部効果

ももたらしている。諸国の環境政策を巡る構造改

革から、自動車を含む交通サービスに対する課税

が環境政策の基礎であり、財政赤字の改善ならび

に負の外部性を内在化するための決定的な役割を

果たしている。本稿における分析の必要性とし

て、短期的には、自動車市場の変化に直面する自

動車保有税および燃料税がどういう風に変化に適

応し、政策コントローラーとしての役割を果たす

ことができるか、といった政策課題の検討に寄与

する。長期的には、OECD先進国の重要な代表者と

して、日本の環境税制の構築と改善は現在国際動

向に合致するだけでなく、さらに将来、他国のポ

リシーメーカーにとっても有益な事例となる。 

本稿の研究目的としては、消費者側の購買行動

の移り変わりを考慮してより精確な価格に関する

需給関係を明らかにする。先行研究（金本良嗣 、

藤原徹、蓮池勝人(2004)「政策評価のための小規

模ミクロ経済モデル」）にある結論「燃料税の増

税と保有税の減税という政策パッケージが外部性

を削減する一方で、利用者便益の減少を低く抑

え、社会便益を最大化する有効な政策である」を

参考に、先行研究の試料収集時点から 10年以上の

時間が経過しているガソリン価格などの物価水準

や平均所得などの外部環境も大きく変化している

ことを配慮し、社会厚生を最大化するための自動

車関連税制の最適税率を理論的・実証的に検討す

ることである。 

最後に、本稿の構成を述べる。 

 第 1節は序言である。研究背景である自動車産

業と消費者意識の変化、グリーン税制改革などに

焦点を当て、これらに基づく研究内容を設定す

る。 

 第 2節は分析手法の記述であり、計量およびシ

ミュレーションの 2つの側面に分かれている。自

動車産業は比較的に成熟している産業であり、理

論や実証モデルがより充実している。本稿は製品

異質性に基づく Berry（1994）モデルを用いて消費

者の購買行動の変化を議論する。その後、弾力性

の実証結果を使用し、金本ら(2004)の層化 CESモ

デルで自動車に関連する税制改革政策の有効性を

検証する。 

 第 3、4節は前節の理論モデルに従い、データ処

理、変数選択、パラメータ推定、および入れ子ロ

ジットモデルの実証結果を言及し、また、シミュ

レーションにおけるカリブレーションおよび計算

結果について説明する。 

 第 5節は結論と今後の課題である。この節で

は、分析プロセスを立ち返り、第 3、4節の結論を

現実性に従ってさらに考察し、政策提言を考え

る。同時に、今後の改善方向を明確にし、本分析

における改善可能なポイントを要約する。 
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図表-2 本稿の構成 

 

 

２．分析の枠組み 

 PangJun（2008）は閉鎖経済における CGE静的モ

デルを構築し、中国の将来の資源・経済・環境(3

E)に対する燃料税制改革の影響を分析している。

ただし、CGEモデルの構築やデータ収集には膨大な

作業が必要とされており、代替策として、本稿は

金本ら(2004)が提案している層化 CESモデルを利

用する。層化 CESモデルの利点として、政策評価

に必要なフレキシビリティをもちながら、扱いの

容易な CES型関数を用いて整合性をもつ小規模モ

デルを構築している。 

 
図表-3 層化 CESモデルの概念図 

 

準線形層化 CES型効用関数を数学的に表現する

と、  

 

 
上の二式から構成される効用関数を、所得制約 

 
のもとで最大化するのが消費者の最適化問題であ

る。 本稿ではこのモデルに消費者購買行動の実証

分析から得た情報を組み込み、自動車関連税制の

改正による外部性、消費者余剰、税金の動きを明

らかにすることを目的としている。 

 代替弾力性の計測について、自動車のような高

額商品に関する需要分析において、一般的に個体

ごとのミクロデータが必要とされているものの、

実務上、こういったデータは入手しづらく、代わ

りに集合データ(aggregated data)を利用すること

が多い。Berry(1994)は、需要データによる製品市

場シェアを使用し、商品の選択における消費者の

平均効用を逆算することで、需要モデルを計測す

る手法を提案している。 

 Cardell(1997)によれば、市場に流通している製

品をg=0,1,…,G合計 G+1グループに分け、第 g組

を𝐽𝑔とし、うち𝐽0とは分析対象となる製品を除くそ

の他全ての消費財を代表するグループである。𝑗 ∈

𝐽𝑔にとって、消費者 iの効用は： 

 

うち、δjとεijはBerry(1994)にあるlogitモデルと同

じ定義であり、ζigは製品に対する消費者の個人選

好差異である。消費者iにとって ζ はグループ内

で無差別となっており、未知のパラメータσ（0<

σ<1）と同じくI型極値分布に従う性質を持ってい

る。証明により、εijがI型極値分布に従えば ζig +

(1 − σ)εijも同じ分布に従う。かつ、σが効用水準

のグループ内相関を意味しており、1に近いほど、

完全な相関性を表示し、0に近づけば相関がないこ

とを意味する。変数djgを導入し、 j ∈ Jgであれば

djg = 1,そうでなければdjg = 0。よって、書き換

えれば下記の通りになる。 

 
方程式右辺の∑ 𝑑𝑖𝑔𝑔 ζ𝑖𝑔 + (1 − σ)ε𝑖𝑗が誤差項と見

做すことができる。σの計測方法について、𝑗 ∈ 𝐽𝑔

であれば製品 jのグループ内市場シェアは： 

 
うち、 

 
グループ𝐽gの市場シェアを𝑆gとすると、 

 
製品 jのグループ内市場シェアとグループ𝐽gの市場

シェアから、製品 jの市場全体を占めるシェア

が： 

 
また、 

S
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4
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C N

2
E

2

L 2 4



5 

 

 
前述の二式から、 

 
さらに Dを入れ替えると、 

 
となる。 

当該方程式を用いて実証分析をし、さらに下記の

通りに価格弾力性、代替弾力性を計測することが

可能になる。 

 
 

 

 

3．実証分析 

1)データ 

 本分析にあたって利用するデータについては、

乗用車年間新車登録数、乗用車属性、乗用車新車

販売価格、消費者に関する情報（マーケットサイ

ズ）を想定している。そのうち、乗用車年間新車

登録数は「自動車年鑑」の年間新車販売数を使用

し、乗用車属性に当たるデータをカタログサイト

「goo-net」で当てはめる。乗用車新車販売価格も

同サイトで採集し、燃費基準達成の有無で優遇税

金分を調整する。マーケットサイズについては免

許保有数と自動車保有年数から計算する。 

自動車属性については車重(weight:kg)、排気量(h

aikiryou:cc)、燃費(nennpi:km/l)、ドア数(doo

r)、定員(teiinn)、シフト(shift:MT,AT,CVT)を利

用する。 

  
説明変数 変数名 備考 

量的

変数 

価格 Adjuste

d 

price 

goo-net,エコカー

減税で調整。 

新車登録

数 

Car 

sales 

自動車年鑑 

車重 weight goo-net  

排気量 haikiry

ou 

燃費 nennpi 

ドア数 door 

定員 teiinn 

                                                 
2 2000年以降の販売数上位車種のみが軽自動車協会 HPにて

シフト shift 

Market s

ize 

markets

ize 

免許保有者/車保有

年数 

質的

変数 

メーカー maker ダミー変数 

シフト at_mt_a

vt 

燃費基準

達成車 

Nennpi_

cert 

図表-4 データ出典 

 

 ここでの乗用車登録数とは新車販売のみを指

す。なぜなら、現実には新車販売について採取し

たパラメータで推計やシミュレーションを行う訳

であり、中古車やリース、輸入車は新車と比例

的・同質的に変化すると仮定している。 

一方、軽自動車に関する車名別統計データにつ

いては軽自動車協会が集計していない
2
ことから、

代替案として第 1章で言及した自動車構成推移に

ある傾向を配慮し、一定の比率に沿って小型車の

データを流用することにしている。 

 マーケットサイズを推計するに当たって、自動

車購入者に関する情報は入手できないことから、

別の手法で推計する。日本の全世帯数を自動車消

費者にすることが考えにくいため、代わりに日本

全国の自動車免許保有者を自動車保有年数で割っ

た結果をマーケットサイズとしている。具体的な

記述統計量は下記の通りである。 

 
Variable Obs Mean Std.Dev. Min Max 

新車登録数 6571 19159 32017 1 406069 

排気量 6571 1931.88 701.04 254 4996 

ドア数 6571 4.17 .85 2 5 

定員 6571 5.38 1.40 2 10 

燃費 6571 13.42 4.60 4.2 40.8 

車重 6571 1310.81 318.39 490 2270 

価格 6571 215.25 122.21 15.6 999 

図表-5 記述統計量 

 

 データ前処理において、販売価格の分布図を作

成し、普通乗用車の右辺にある「外れ値」(主に期

間限定車、豪華車、受賞記念車といった特集な車

種であり、それらに対し一般的な乗用車需給モデ

ルが適用しないと想定している)を削除している。

(21 observations deleted) 

掲載されている。 
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図表-6乗用車価格分布 

 

 また、自動車の大きさが全長 4.7ｍ、全幅 1.7

ｍ、全高 2.0ｍ以下で、ガソリン車の場合は総排気

量が 2000cc以内という小型乗用車の基準を 1項目

でも上回ると、普通乗用車に分類されるので、

軽・小・普通という分類をそのまま流用すればあ

る種のバイアスが生じる恐れがあると考えられ

る。データセットから見た限り、1970cc排気量と

いった実質普通車である小型車が大量生産された

現象がある。そこで、軽・小・普通の代わりに車

重別という分け方を試みる。データの全処理にお

いては、車重(weight)の記述統計量から、min(490

kg)から max(2270kg)までi=0,1,2,…,9という 10

クラスに分けている。 

 計量モデル左側にある市場シェア変数 lnsj-lns0

と優遇税金調整済み販売価格 adjusted_priceにつ

いて時系列検定を行った結果、原系列の価格と市

場シェアの間には逆因果性或いは両方向因果性が

あり、また価格原系列には定常性を満たさないこ

とが示されている。一階階差をとる場合、0,4,7,9

クラスに因果性なり定常性なりの問題がわずかに

残っていることがわかる。 

 
 原系列 一階階差 

車重

別 

因果性 ADF 系列 

相関 

因果性 ADF 系列 

相関 

0 逆方向 ○ ○ 両方向 × ○ 

1 ○ × ○ ○ ○ ○ 

2 ○ Px Q○ ○ ○ ○ ○ 

3 両方向 × ○ ○ ○ ○ 

4 ○ Px Q○ ○ 逆方向 ○ ○ 

5 両方向 Px Q○ ○ ○ ○ ○ 

6 両方向 Px Q○ ○ ○ ○ ○ 

7 逆方向 × ○ 逆方向 ○ ○ 

8 両方向 Px Q○ × ○ ○ ○ 

9 逆方向 × ○ 逆方向 ○ ○ 

図表-7  lnsj-lns0と priceに関する時系列検定 

 

                                                 
3 (01)2(34)5(67)(89) という新しい 6車重クラスの分け方

 したがって、車重別の 10クラスを隣のクラスと

組み合わせる3ことで、データの前処理がクリアさ

れている。最終的なクラス別として、 

(0クラス: 490kg < weight <  832kg)、 

(1クラス: 832kg < weight < 1345kg)、 

(2クラス:1345kg < weight < 1516kg)、 

(3クラス:1516kg < weight < 1687kg)、 

(4クラス:1687kg < weight < 2029kg)、 

(5クラス:2029kg < weight < 2270kg)、 

と定義している。仮説として、消費者が購買行動

を決める際、先に用途に沿って乗用車のクラスを

選び、次に環境配慮する燃費基準を達成したかど

うかという基準で最終的に自動車を購入する。そ

れに従い、下記のような入れ子を検討する。 

 
図表-8 入れ子の設定 

 

2)結果 

結果(図表)の提示としては下記の通りである。 

 

 Nested Logit 

Fixed-Effects Regression 

 Coef. Std.Err 

Haikiryou -.000** .000 

Door .061 .034 

Weight .005** .001 

Teiinn -.153** .027 

Shiftmt678 -.244** .077 

Shiftmt456 -.315** .065 

Shiftcvt -.177** .049 

Adjusted_price -.008** .001 

Class0*price -.014** .002 

Class1*price .001 .001 

Class3*price .004** .001 

Class4*price .006** .001 

Class5*price .004** .001 

Nennpi_cert*price .002** .000 

Nennpi .002** .000 

Ln(s_jlg) .961** .005 

Cons -5.486** 1.945 

   

R-sq_within 0.874  

R-sq_between 0.435  

R-sq_overall 0.435  
註：1)  **，*は，それぞれ 1%，5%の水準でゼロと有意差を持つ． 

図表-9 実証結果 

を試し、因果性や定常性などの問題点はクリアされた。 
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上記の一覧表には、 

に従いパネルデータ回帰分析で推定した係数と標

準偏差を表示している。データについては 1991 年

から 2016年までの日本新車市場にある n=6568サン

プルを使用している。また、Hausman、BP 検定をか

け、固定効果モデルが望ましいとのことを示してい

る。さらに、Ln(s_jlg)の係数σは 0.96であり、先

行文献らにある 0.90~1.00と合致しており、グルー

プ内の相関が高いことを示している。 

  

車重別 加重弾力性 エコ別 加重弾力性 

0 -0.5322884 達成車 -0.019817 

  未達車 -0.510921548 

1 -0.25337777 達成車 -0.15971722 

  未達車 -0.32774681 

2 -0.404587951 達成車 -0.27540277 

  未達車 -0.422804589 

3 -0.254160772 達成車 -0.453613097 

  未達車 -0.231094462 

4 -0.150842893 達成車 -0.001008019 

  未達車 -0.154240535 

5 -0.1223386 達成車 -0.073293108 

  未達車 -0.076820152 

図表-10 車重別、燃費達成別乗用車弾力性の計測 

 

 実証結果から見れば、日本の乗用車市場におけ

る短期価格弾力性が 0.1223~0.5323であり、1より

小さくなっていることはわかる。一般に消費者か

ら見て必需財の価格弾力性は小さく奢侈財では大

きいことを想起すれば、日本の消費者は自動車を

生活に必須とされる消費財にしていることが言え

る。  
広瀬 (2008)は所得水準による乗用車需要の分析

に当たって、自動車の価格弾力性が 0.21~0.41であ

ることを論じ、こちらの文献を対照し、いずれも乗

用車市場が1より小さい非弾力的であることを示唆

しており、本稿の推計結果 0.1223~0.5323と整合的

に見ることができる。 

 

 

4．シミュレーション結果と考察 

 第三節の入れ子を参照に、下記のような層化 CES

モデルを構築することができる。 

 

 
図表-11 シミュレーションモデルの全体図 

 

図表—11 が示す通り、モデルが四段階の関数となっ

ている。効用関数は準線形関数であり、 

𝑢(𝑥1 + 𝑥2) = 𝑥1 + (α2𝑥2)
σ0−1

σ0   
自動車関連材 x_2はクラス別 6財による CES型関数

で表され、 

𝑥2 = (α20

1
σ1 𝑥20

1−
1

σ1 + α21

1
σ1 𝑥21

1−
1

σ1 + α22

1
σ1 𝑥22

1−
1

σ1

+ α23

1
σ1 𝑥23

1−
1

σ1 + α24

1
σ1 𝑥24

1−
1

σ1

+ α25

1
σ1 𝑥26

1−
1

σ1 )

σ1
σ1−1

 

クラス別消費財はさらに燃費達成車と未達成車に

分かれ、 

𝑥20 = (α200

1
σ20 𝑥200

1−
1

σ20 + α201

1
σ20 𝑥201

1−
1

σ20 )

σ20
σ20−1

 

…… 

𝑥25 = (α250

1
σ25 𝑥250

1−
1

σ25 + α251

1
σ25 𝑥251

1−
1

σ25 )

σ25
σ25−1

 

最下位の階層では保有と走行といった消費財が設

定されている。 

𝑥200 = (α2000

1
σ200 𝑥2000

1−
1

σ200 + α2001

1
σ200 𝑥2001

1−
1

σ200 )

σ200
σ200−1

 

…… 

𝑥251 = (α2510

1
σ251 𝑥2510

1−
1

σ251 + α2511

1
σ251 𝑥2511

1−
1

σ251 )

σ251
σ251−1

 

 

1) カリブレーション 

カリブレーションにおいては代替弾力性σと分配

率αを特定する必要がある。代替弾力性σの計算に

ついて、 

ε2 = −σ0 

ε2𝑗 = −σ1 + (σ1 + σ0)𝑊2𝑗 

𝜀2𝑗𝑘 = −σ2𝑗 + (σ2𝑗 + σ1)𝑊2𝑗𝑘 

𝜀2𝑗𝑘𝑙 = −σ2𝑗𝑘 + (σ2𝑗𝑘 + σ2𝑗)𝑊2𝑗𝑘𝑙 

 

ただし、W は自動車関連サービスの中の財の支出シ

ェアで、W2j = p2jx2j/p2x2を満たす。前節の実証結

果である価格弾力を用い、上記方程式を解けば代替
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弾力性σが算出される。 

 

σ0 0.300465234   

σ1 0.276013403   

σ20 0.254725145 
σ200 0.074177477 

σ201 0.190866764 

σ21 0.211450627 
σ210 0.081399685 

σ211 0.198088972 

σ22 0.422193956 
σ220 0.046228126 

σ221 0.162917413 

σ23 0.408694156 
σ230 0.048481147 

σ231 0.165170434 

σ24 0.120764849 
σ240 0.096534495 

σ241 0.213223782 

σ25 0.125900143 
σ250 0.095677451 

σ251 0.233378574 

図表-12 代替弾力性パラメータ推定結果 

 

分配パラメータαの推定について、求めた代替の

弾力性と、価格と需要量のデータにより、分配の

パラメータαと価格インデックスpを、以下の関係

式に従って特定する。 

α2jkl = (
p2jklx2jkl

1/σ2jk

p2jklx2jkl

1/σ2jk + p2jklx2jkl

1/σ2jk
) 

p2jk = (p2jklx2jkl

1
σ2jk + p2jklx2jkl

1
σ2jk )

1
1−σ2jk

 

α2jk = (
p2jkx

2jk

1/σ2j

p2jkx
2jk

1/σ2j + p2jkx
2jk

1/σ2j
) 

p2j = (p2jkx
2jk

1
σ2j + p2jkx

2jk

1
σ2j)

1
1−σ2j

 

…… 

また、αに関するカリブレーションの際に使用す

るデータについては下記の通りである。 

項目 備考 

所得 国民経済計算年報 

需

要

量 

保有台数 自動車検査登録協会 

走行距離 陸運統計年報 

燃料 自動車輸送統計年報 

保

有 

新車価格 自動車カタログ 

駐車費用 家計調査年報 

保険料 自動車保険算定会 

修理整備 家計調査年報 

価

格 

走

行 

燃料価格 自動車輸送統計年報 

燃費 自動車カタログ、e燃

費 

図表-13 カリブレーション用走行データ一覧 1 

 

所得 国民経済計算年報 

保有価格(レンタル) 44.13万円／台 

保有台数 8187万台 

走行価格  9.96~15.00円/km 

走行距離 6054億 km 

走行距離の燃料価格弾力性 no_eco -0.2 

eco -0.1 

図表-14 カリブレーション用保有データ一覧 2 

 

分配パラメータの推定結果は下記の通りである。 

α2 -97567993 α2000 0.661963951 

  α2001 0.999714451 

α20 0.183876208 α2010 0.551772858 

α21 0.992140985 α2011 0.991376507 

α22 0.300518543 α2100 0.654778289 

α23 0.300732648 α2101 0.99955081 

α24 0.108278136 α2110 0.545409647 

α25 0.00633623 α2111 0.990535577 

  α2200 0.690272069 

α200 0.230618964 α2201 0.999984771 

α201 0.126623 α2210 0.576938417 

α210 0.999886627 α2211 0.994349827 

α211 0.804732 α2300 0.687956533 

α220 0.992836878 α2301 0.999978368 

α221 0.394542 α2310 0.574878648 

α230 0.993626793 α2311 0.994128314 

α231 0.641244 α2400 0.639870605 

α240 0.922194931 α2401 0.999049562 

α241 0.023310326 α2410 0.532265775 

α250 0.326599077 α2411 0.98868985 

α251 0.326599077 α2500 0.640709456 

  α2501 0.999083878 

  α2510 0.515168924 

  α2511 0.986076824 

図表-15 分配パラメータ推定結果 

 

2)結果 

 当該シミュレーションは設定上、保有税が[-

80%,+70%],燃料税が[-50 円,80 円]の税率改正範囲
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を設定している。 

 外部性について、走行と保有の消費量を図表—16

の外部性の金銭評価で換算することで、現状の自動

車保有税・燃料税率と比べる汚染や事故の外部性増

分が求められる。 

外部性設定（円/リットル、円/km） 

温暖化ガス 19.3 

大気汚染 9.9 

混雑 7 

事故 2.5 

図表-16 外部性の金銭評価4 

分析にあたって、保有税と燃料税を同時に増税す

ることによって、走行と保有という財の価格コス

トが上昇し、両財の消費が減少することで外部性

が現行制度より削減される効果が実現するという

基本的な前提条件を確認できた。図表-16の外部性

設定の大小関係が正確であれば、両税ともに減税

する場合、最大 600億円（保有税-80%,燃料税-50

円）の外部性削減が果たされる一方、両税ともに

増税する場合には 100億円未満（保有税+70%,燃料

税+100円）の効果しか実現していなく、増税によ

る外部性削減の限界を示唆している。また、保有

税を一定とし、燃料税を調整、あるいはその逆

で、個別の税目を考察する場合、保有税は税率の

上昇に連れて外部性が減少するものの、傾きから

判断すると燃料税ほどの改善が見られず、汽車の

保有による混雑や事故による外部性を保有税で抑

えるよりも、GHGや汚染を燃料税増税で対処した方

が効率的であることが示された。ただし、外部性

の金銭評価にある数値が変われば、今回シミュレ

ーションの結果も当然変化するので、政策分析が

できたわけではなく、「モデルが正しく構築でき

た」ことが確認できたに過ぎないと考えるべきで

ある。 

                                                 
4 外部性の金銭換算については、金本ら(2004)「政策評価ミ

クロモデル」、p107をそのまま参照し、流用することにし

図表-17 税率変動による外部性増分 

 

 次に税収については、両税ともに増税すれば税

収が増えるという一般認識に対し、異なる結論が

提示された。図表—18「税率変動による税収増分」

が示す通り、両税ともに減税する場合、最大-604

億円（保有税-80%,燃料税-50円）の歳入が失う一

方、両税ともに増税する場合には 299億円（保有

税+70%,燃料税+100円）の増税効果が実現してい

る。予想外に、燃料税が減税し、保有税が増税す

る方向で、最大 1873億円（保有税+70%,燃料税-50

円）の歳入増分が実現可能となっており、燃料税

の減税による自動車関連財消費の増加効果が大い

に強調された。ただし、燃料税・保有税の非対称

操作と税収最大化の議論については、当該方向性

はまだそのままでは政策の選択股にはならず、消

費者余剰を考えず単純に政府が税収を増やすこと

だけを考えた場合の議論であることをここで強調

したい。 

た。 
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図表-18 税率変動による税収増分 

 

 また、消費者余剰（総効用）の増分について

は、両税共に増税した場合、財の消費量が減り、

効用が減少していくとの想定と一致し、税率と消

費者効用の間に負の相関が見られており、[-1056, 

1383]億円の区間で消費者余剰が税金の調整に連れ

て変動する。 

図表-19 税率変動による消費者余剰増分 

 

最後に社会純便益については、「社会純便益=税収＋

効用-外部性」と定義する。図表-20が示す通り、保

有税+70%,燃料税-50円の場合、+2607億円の社会純

便益増分が実現される。本シミュレーションの結果

として、単純に保有税や燃料税を増税あるいは減税

するよりも、燃料税を減税し、保有税を増税すると

いった方向を沿った改正案では社会純便益が最も

大きく改善されることが示された。ただし、保有税

                                                 
5保有税+70%・燃料税-50 円とは端点解であり、実際には

3Dplot 図表の範囲外に保有税を上げて燃料税を下げる

+70%・燃料税-50 円とは端点解であり、実際には

3Dplot 図表の範囲外に保有税を上げて燃料税を下

げる(補助を出す)ことが最適という結果になって

いる。 その場合、弾力性の計測結果やカリブレーシ

ョン、仮定した関数形状の適切性、あるいは外生変

数の脱落の可能性などを考えた上で判断する必要

があり、感度分析を行う必要も生じるが、今回の報

告書では作業量や時間制約の関係で断念し、結論の

信憑性に大きな問題を残ってしまった。 

図表-20 税率変動による社会厚生増分 

   

 

5．結  論 

 本稿では、2009年グリーン税制改正により、消費

者が乗用車購入の意思決定に当たって、自動車の燃

費基準達成を重視するようになっていることを想

定し、車重と燃費基準の達成を入れ子モデルに組み

込むことで、離散選択モデルを構築した。その結果、

R-sq_withinが 0.87, betweenが 0.43で、解釈能力

が良好な実証モデルを得た上で、実証分析から得た

価格弾力性を用い、自動車を巡る税制改革をシミュ

レーションで分析し、最適税率を推計して見た。結

果として、保有税が[-80%,+70%],燃料税が[-50

円,80 円]の税率改正範囲を設定した場合、(保有税

+70%,燃料税-50 円)という座標で最良の社会厚生増

分(+2607億円)が得られ5、つまり、保有税の増税と

燃料税の減税という方向で税率を調整すれば現行

税制よりも社会厚生が改善されることが明らかに

なった。これは、 先行研究（金本良嗣 、藤原 徹、

蓮池勝人(2004)「政策評価のための小規模ミクロ経

済モデル」）にある結論「燃料税の増税と保有税の減

(補助を出す)ことが最適。 
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税という政策パッケージが外部性を削減する一方

で、利用者便益の減少を低く抑え、社会便益を最大

化する有効な政策である」とは異なる内容である。

なぜ保有税と燃料税改正の方向性は先行研究と正

反対な結論に至ったのだろうか。まず考えられるの

は、増分の内訳が違うからである。先行文献では社

会純便益の増分は概ね、燃料税増税による自動車関

連財の消費減少がもたらす外部性抑制の金銭価値

（CO2720 億円、大気汚染 377 億円、混雑事故 2387

億円）が効用の減少（-2364 億円）を相殺すること

ができるため、余分の 1133億円が純便益となる（税

収は中立であるため、考慮しない）。一方、本稿では

前章、外部性増分の推計において、パラメータの設

定により、増税による外部性削減効果には先行文献

よりも顕著な効果逓減が見られている。それを配慮

した上で、逆に燃料税を減税して歳入の大幅な増加

（1873億円）が外部性増分(165億円)を相殺できれ

ば6社会純便益の向上が達成できるという可能性を

提示している。 

 一方，モデル自体においても十分に配慮してい

ない部分も存在しており、残された課題として，

1)内生性、2)中古車や廃車率、3)税金の用途、4)

地域別特性などが挙げられる。 

 内生性について、自動車価格は観察できない特

性（ブランドイメージ、広告宣伝、デザインな

ど）と相関し、その特性が誤差項に含まれると内

生性の問題が生じる可能性が高い。この場合は推

定結果に影響を与えてしまうので、操作変数を用

いる必要があると想定している。この問題に対し

て Berry et al. (1995) は観察可 能な特性が観

察できない特性と相関を持たないことを仮定した

上で、Newey (1990) を基に操作変数を提案してい

る。  

  廃車率、新車、中古車について、現在のモデル

では、乗用車については、中古車の購入や新車か

ら中古、中古から廃車へといった状況を考えるこ

となく新車を購入する時点の社会純便益増分を分

析する構造（いわゆる静学的なモデル）となって

いる。そこで、購入の意思決定は現在時点のみな

らず、将来の消費も考慮することと、過去の意思

決定の結果として存在する現時点での中古車スト

ックが、現在及び将来の新車購入の意思決定に影

響を与えることから、自動車の耐久性を考慮に入

れて動学的な枠組みにすることがモデルの精度向

                                                 
6 ここでの相殺とは税金の増収分を汚染などの外部性を削

上につながると考えられる。特に、加藤博和ら

(1999)により、現有車両の存廃選択は主として，

取得・保有税が影響を与え，低車格車ほどその影

響が大きくなることから、本稿第 4章で示す保有

税効果が過小評価された可能性もあると懸念す

る。 

 自動車関連税金の使い道について、今回の分析

においては「純便益＝効用 + 税金 - 外部性」と

計算上、税金が外部性の対処に支出すると設定し

ているが、より現実的な設定として、税金を燃費

達成車向けの補助金として支出することで、外部

性を抑制することを今後の課題として考えられ

る。 

 最後は、地域別分析の構築である。本稿で利用

したデータは日本全国を対象としたであり、都市

と地方の特性を反映した地域モデルを構築した方

がより効果的な政策シミュレーションが可能とな

ると想定している。  

 

 

6.お わ り に 

 自動車税制、道路特定財源制度のあり方につい

ては、一般財源化問題も含め、活発な議論が展開

されると予想される。今後は以上の課題をふまえ

た分析を進め、離散選択モデルや層化 CESシミュ

レーションを有効活用することによって、家計の

経済厚生水準向上、環境問題の解決といった大局

的な観点から、自動車税制の在り方に関する研究

の精度を向上させていきたい。 
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